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指定都市「大都市財政の実態に即応する財源の拡充について
の要望（通称：青本）」について 
 

１ 趣旨及び概要 

都市税源の拡充強化などによる大都市の実態に即応した税財政制度を確立す

ることを目的として、毎年、指定都市共通の税財政制度の改正に関して、国の

予算編成時期に合わせて政党や関係省庁に対して要望するもの。 

要望事項については、税制関係から９項目、財政関係から５項目が選定され

ており、そのうち税制関係から３項目、財政関係から３項目が重点要請事項に

選定されている。 

 

２ 取りまとめの経過及び今後の要望活動 

（１）取りまとめの経過（今年度の幹事市：堺市） 

●７月中旬～８月上旬 

…指定都市市長会において、提案項目・内容を調整 

●８月下旬 

…指定都市市長会（財政担当局長会議）において要望文案を決定 

●９月 

…市長及び議長の了承を得て、要望文を確定 

 

（２）今後の要望活動 

●１０月下旬～１１月 

ア 政府・政党に対する要望 

…幹事市（堺市）の市長・議長 

イ 衆議院・参議院総務委員会に対する要望 

…幹事市（堺市）の税財政関係特別委員長 

ウ 各指定都市の税財政関係特別委員による要望（党派別要望） 

…本市は大都市税財政制度調査特別委員が要望 

（指定都市税財政関係特別委員長会議（１０月６日）において、党派

別要望の担当市を協議。当会議は、大都市税財政制度調査特別委員長

が出席） 
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指定都市「令和４年度 大都市財政の実態に即応する財源の拡充につい

ての要望」（青本）の主な成果及び昨年度からの変更点について 
 
【主な成果】 
 
●：提案 
○：成果 
 
１．重点要望事項＜財政関係＞３ 地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策

債の廃止 

● 地方交付税は地方固有の財源であることから、国の歳出削減を目的とした

総額の一方的な削減は決して行わず、大都市特有の財政需要を反映させるな

ど、地域社会に必要不可欠な一定水準の行政サービスの提供に必要な額を確

保すること。特に、新型コロナウイルスの感染拡大を契機として経常的に見

込まれる財政需要についても、必要な財政措置を行うこと。 
○ 社会保障関係費の増加が見込まれる中、地方団体が、行政サービスを安定

的に提供しつつ、地域社会のデジタル化や公共施設の脱炭素化の取組等の推

進、消防・防災力の一層の強化などの重要課題に取り組めるよう、地方交付

税等の一般財源総額について、令和３年度を上回る額が確保された。また、

保健所において感染症対応業務に従事する保健師の恒常的な人員体制の強

化などに要する経費が算定された。 
 

２．要望事項＜財政関係＞２ 地方債制度の充実 

● 令和３年度までとされている公共施設等適正管理推進事業債については、

長期的な視点で計画的に対策が進められるよう、恒久的な措置とするととも

に、公用施設も対象とすること。 
○ 公共施設等適正管理推進事業債について、恒久的な措置及び公用施設の

追加はされなかったものの、対象事業として「脱炭素化事業」を追加し、事

業費を 1,000 億円増額するとともに、「長寿命化事業」の対象に空港施設や

ダムを追加した上で、事業期間が５年間延長された。 
 
※ 大都市財政の実態に即応する財源の拡充についての要望（青本）は、中長

期的な税財政の制度の確立に係る要望であるため、具体的な要望の成果が現

れづらいところであるが、指定都市が連携して継続的に要望することが重要

である。 

 

参考資料 
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【主な変更点】 
 
１．重点要望事項＜財政関係＞３ 地方交付税の必要額の確保と臨時財政対策

債の廃止 

○ 原油価格・物価高騰による内部管理経費の増嵩や今後の感染症危機に備え

た対応にかかる経費を地方財政計画に反映するよう、記載を修正。 
 
２．要望事項＜税制関係＞４ 固定資産税の安定的確保 

○ 固定資産税の負担調整措置について、令和４年度で確実に終了し、今後新

たな負担軽減措置の創設をしないよう強く求める文言に修正。 
 
３．要望事項＜税制関係＞６ 税負担軽減措置等の整理合理化 

○ 税負担軽減措置について、政策効果等の検証を求めるともに、地方の意見

を反映させるよう求める文言に修正。 
 
４．要望事項＜財政関係＞２ 地方債制度の充実 

○ 公共施設等適正管理推進事業債について、令和４年度から対象になった脱

炭素化事業の対象に新築や建替えも加えるよう、文言を追記。 
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